
令和４年豊明市議会定例会開会議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告 ４ 専決処分事項の報告について（損害賠償の額の専決処分） 

報告 ５ 専決処分事項の報告について（豊明市税条例の一部改正） 

報告 ６ 
専決処分事項の報告について（豊明市都市計画税条例の一部改

正） 

議案３９ 固定資産評価員の選任について 

議案４０ 豊明市職員の給与に関する条例の一部改正について 

議案４１ 令和４年度豊明市一般会計補正予算（第２号）について 

選任 １ 常任委員会の委員の選任について 

選任 ２ 議会運営委員会の委員の選任について 

 

 



報告第４号 

 

専決処分事項の報告について 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、損害賠償の額を別添のとおり

専決したので、同条第２項の規定により議会に報告する。  

 

令和４年５月１３日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      



専決第５号 

 

損害賠償の額の専決処分書 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、損害賠償の額を専決する。  

 

令和４年４月１８日専決 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 損害賠償額  金４７８，３８０円 

２ 原   因  公用車の接触による人身事故 

３ 事故の概要 

 （１）事故の発生日時  令和元年１１月２７日 午後２時３５分頃 

 （２）事故の発生場所  豊明市二村台２丁目地内 

 （３）事 故 の 経 過  上記場所において、右折しようとした際に相手方

と接触し、負傷させたもの 

 （４）相 手 方の 損 傷  右外傷性くも膜下出血 

 （５）過 失 割 合  豊明市１００％、相手方０％  



報告第５号 

 

   専決処分事項の報告について 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、豊明市税条例の一部を改正す

る条例を別添のとおり専決したので、同条第２項の規定により議会に報告する。 

 

 令和４年５月１３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 



専決第３号 

 

   豊明市税条例の一部を改正する条例の専決処分書  

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、豊明市税条例の一部を改正す

る条例を別添のように専決する。 

 

 令和４年３月３１日専決 

 

      

豊明市長  小 浮 正 典 



   豊明市税条例の一部を改正する条例 

 

豊明市税条例（昭和４７年豊明市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。 

第３３条の７第１項第５号中「（所得税法施行令の一部を改正する政令（平

成２０年政令第１５５号）附則第１３条第２項の規定によりなおその効力を有

するものとされる改正前の所得税法施行令第２１７条第１項第２号及び第３号

に規定する民法法人を含む。）」を削る。 

第４６条第９項中「第３２１条の８第６０項」を「第３２１条の８第６２項」 

に、「同条第６０項」を「同条第６２項」に改め、同条第１５項中「第３２１

条の８第６９項」を「第３２１条の８第７１項」に改める。 

第６７条の２第１項中「固定資産課税台帳」の次に「（同条第１項ただし書

の規定による措置を講じたものを含む。）」を加える。 

第６７条の３第１項中「事項の証明書」の次に「（同条ただし書の規定によ

る措置を講じたものを含む。）」を加える。 

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第２７項第１号イ」を「附則第１

５条第２６項第１号イ」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２７項第１号

ロ」を「附則第１５条第２６項第１号ロ」に改め、同条第５項中「附則第１５

条第２７項第１号ハ」を「附則第１５条第２６項第１号ハ」に改め、同条第６

項中「附則第１５条第２７項第１号ニ」を「附則第１５条第２６項第１号ニ」

に改め、同条第７項中「附則第１５条第２７項第２号イ」を「附則第１５条第

２６項第２号イ」に改め、同条第８項中「附則第１５条第２７項第２号ロ」を

「附則第１５条第２６項第２号ロ」に改め、同条第９項中「附則第１５条第２

７項第２号ハ」を「附則第１５条第２６項第２号ハ」に改め、同条第１０項中

「附則第１５条第２７項第３号イ」を「附則第１５条第２６項第３号イ」に改

め、同条第１１項中「附則第１５条第２７項第３号ロ」を「附則第１５条第２

６項第３号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第２７項第３号ハ」を

「附則第１５条第２６項第３号ハ」に改め、同条第１３項中「附則第１５条第

３０項」を「附則第１５条第２９項」に改め、同条第１４項中「附則第１５条

第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第１５項中「附則第１５



条第３５項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同条第１６項中「附則第１

５条第４６項」を「附則第１５条第４３項」に改める。 

附則第１０条の３第９項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住

宅」に、「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等専有部分」に、「 

熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改め、同条第１１項中「 

特定熱損失防止改修住宅又は」を「特定熱損失防止改修等住宅又は」に、「特 

定熱損失防止改修住宅専有部分」を「特定熱損失防止改修等住宅専有部分」に、 

「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改める。 

附則第１２条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年

度分の固定資産税にあっては、１００分の２．５）」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市税条例の規定中固定資産税に関する部

分は、令和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和３年度分

までの固定資産税については、なお従前の例による。 

 



報告第６号 

 

   専決処分事項の報告について 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、豊明市都市計画税条例の一部

を改正する条例を別添のとおり専決したので、同条第２項の規定により議会に

報告する。 

 

 令和４年５月１３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 



専決第４号 

 

   豊明市都市計画税条例の一部を改正する条例の専決処分書  

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、豊明市都市計画税条例の一部

を改正する条例を別添のように専決する。 

 

 令和４年３月３１日専決 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典     



   豊明市都市計画税条例の一部を改正する条例  

 

豊明市都市計画税条例（昭和４７年豊明市条例第４５号）の一部を次のよう

に改正する。 

附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５

条第３３項」に改める。 

附則第３項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３５項」を「附則第１５

条第３４項」に改める。 

附則第５項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年度分の都

市計画税にあっては、１００分の２．５）」を加える。  

附則第１５項中「附則第６項」を「附則第５項、第６項」に改める。 

附則第１６項中「第１５項から第１９項まで、第２１項、第２２項、第２６

項、第２９項、第３３項から第３５項まで、第３７項から第３９項まで、第４  

２項若しくは第４３項」を「第１４項から第１８項まで、第２０項、第２１項、 

第２５項、第２８項、第３２項から第３６項まで、第３９項、第４０項若しく

は第４４項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市都市計画税条例の規定は、令和４年度

以後の年度分の都市計画税について適用し、令和３年度分までの都市計画税

については、なお従前の例による。 



議案第３９号 

 

   固定資産評価員の選任について 

下記の者を、固定資産評価員に選任するものとする。 

 

  令和４年５月１３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典  

 

記 

住  所   名古屋市緑区 

氏  名   加 藤 健 治 

生年月日    

 

   説 明 

この案を提出するのは、人事異動に伴い地方税法第４０４条第２項の規定に

基づき、議会の同意を得るため必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第４０号 

 

   豊明市職員の給与に関する条例の一部改正について 

 豊明市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別添のように定める

ものとする。 

 

  令和４年５月１３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、一般職の職員の給与に関する法律の改正に伴い必要

があるからである。 

 

 



豊明市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

豊明市職員の給与に関する条例（昭和４７年豊明市条例第３４号）の一部を

次のように改正する。 

第２０条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に改

め、同条第３項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、「１

００分の７２．５」を「１００分の６７．５」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。 

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

第２条 令和４年６月に支給する期末手当の額は、この条例による改正後の豊

明市職員の給与に関する条例第２０条第２項（同条第３項の規定により読み

替えて適用する場合並びに豊明市パートタイム会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例（令和元年豊明市条例第４２号。以下この条において

「会計年度任用職員給与条例」という。）第１５条第１項において準用する

場合及び豊明市少人数学級編制の実施に係る任期付市費負担教員の任用等に

関する条例（令和２年豊明市条例第２９号。以下「市費負担教員任用条例」

という。）第１１条において準用する場合を含む。）並びに豊明市職員の給

与に関する条例（以下この条において「給与条例」という。）第２０条第４

項から第６項まで（豊明市職員の育児休業等に関する条例（平成４年豊明市

条例第１号）第１６条の規定により読み替えて適用する場合並びに会計年度

任用職員給与条例第１５条第１項において準用する場合を含む。）、第２６

条第１項から第３項まで若しくは第６項又は公益的法人等への職員の派遣に

関する条例（平成１３年豊明市条例第３１号）第５条の規定にかかわらず、

これらの規定により算定される期末手当の額（以下「基準額」という。）か

ら、令和３年１２月に支給された期末手当の額に、同月１日（同日前１箇月

以内に退職した者にあっては、当該退職をした日）における次の各号に掲げ

る職員（給与条例又は会計年度任用職員給与条例若しくは市費負担教員任用

条例の適用を受ける者をいう。以下この条において同じ。）の区分ごとに、



それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額（以下「調整額」という。）

を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、

期末手当は、支給しない。 

（１） 再任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条

の４第１項又は第２８条の５第１項の規定により採用された職員をい

う。次号において同じ。）以外の職員 １２７．５分の１５ 

（２） 再任用職員 ７２．５分の１０ 

（委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 





















選任第１号  

 

   常任委員会の委員の選任について  

 豊明市議会委員会条例第７条第１項の規定により選任する。  

 

  令和４年５月１３日  

 



選任第２号  

 

   議会運営委員会の委員の選任について  

 豊明市議会委員会条例第７条第１項の規定により選任する。  

 

  令和４年５月１３日  
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